
５第８号陳情  「再審法（刑事訴訟法の再審規定）改正の促進を国に求める意見書」の

提出を求める陳情 

 

 受 理 年 月 日  令和５年５月２９日  

 

 陳 情 者  東大和市湖畔２－１０４４－９８ 

           再審法改正をめざす東大和市民の会 

            代表 鈴木 矜子  

 

 付託する委員会  総務委員会 

 

 陳情趣旨 

  「再審法（刑事訴訟法の再審規定）改正の促進を求める意見書」を国に対し提出す

ること。 

 

 陳情理由 

   罪を犯していない人が誤った捜査・裁判によって自由を奪われ、仕事や家庭を失い、

築き上げてきた人生の全て、最悪の場合は死刑によって生命さえ奪われる――冤罪は

国家による最大の人権侵害です。しかし、冤罪事件は後を絶ちません。そしてその救

済に気の遠くなるような年月がかかるという実態があります。 

１９６６年に静岡で発生した袴田事件では、死刑判決が確定してから４２年目の本

年３月にようやく再審開始が認められました。静岡地裁が２度目の再審請求を認めた

のは２０１４年ですが、検察の異議申立てにより９年の歳月が流れ、袴田巌さんは８

７歳になってしまいました。なお、袴田事件の再審開始の決定文には、捜査機関によ

る証拠捏造の可能性についての言及があります。 

１９６７年に茨城県で起きた布川事件でも、裁判所が再審開始決定を出しても、そ

の都度検察が異議を申し立て、無期懲役判決から３１年が経過した２００９年にやっ

と最高裁で再審開始が確定しました。 

その他、足利事件や東電ＯＬ殺人事件などマスコミでも取り上げられた重大事件が

再審の結果無罪となる判決が近年になって相次いで出されています。 

このような状況の中、冤罪が疑われる被告を早期に救済するために再審法の改正を求

める声が強まっています。袴田事件の再審開始に際しては「読売」「日経」をはじめ各

社が社説で制度の不備を指摘しました。世論の高まりは地方議会にも及び、再審制度の

見直しを求める意見書が２０２３年３月末現在１２７の自治体で採択されています。 



そもそも現行の刑事訴訟法には再審に関する条文が１９条しかなく、戦後の改正で

「不利益再審の禁止」がなされただけで、大正時代の規定がほぼそのままとなってお

り、冤罪被害者の一刻も早い救済のためには、速やかな法改正が必要です。 

そこで、私たち東大和市民の会では次の事項について実現を求めます。 

  １．再審のための全ての証拠を開示すること。 

検察側が持っている全ての証拠の中には、検察の主張を強めるものもあれば、逆

に被告の無罪を指し示す証拠もあります。これまでに再審無罪とされた冤罪事件の

ほとんどで、検察や警察が被告に有利な証拠を隠し続けていたことが明らかになっ

ています。 

冤罪をなくすためには、証拠を全て開示させる制度が必要です。――「検察の手

中にある捜査の成果は有罪を確保するための検察の財産でなく、正義がなされるこ

とを確保するために用いられる公共の財産である。」（１９９１年、カナダ最高裁ス

ティンチコム判決） ――カナダやアメリカでは証拠開示が法制化されています。 

２．再審開始決定に対する検察の不服申立てを禁止すること。 

再審開始決定に対して検察が上訴して取消しを申し立て、裁判を長引かせ、無実

の人を苦しめています。ドイツでは、検察官の不服申立てが１９６４年に禁止され

ました。日本でも、検察官の不服申立てを禁止すべきです。再審開始決定が出たら、

裁判のやり直しをすぐに始める。検察官は不服があれば、そのやり直しの裁判で改

めて有罪を主張して争えばいいのです。 

３．再審における手続を整備すること。 

現行法では、再審請求審をどのような手続で行うのか規定がほぼなく、再審請求

人の権利が保障されていません。裁判所は、再審請求審で弁護士との進行協議に応

じないまま事件を放置したり、審理が公開されることもなく証拠調べも行わずにい

きなり再審請求を棄却することすらあります。したがって、再審の手続を整備し、

ルールをつくる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 


